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漁業経営の改善及び再建整備に関する特別措置法

（昭和五十一年六月一日法律第四十三号）(抄)

（目的）

第一条 この法律は、漁業の経済的諸条件の著しい変動、漁業を取り巻く国際環境の変化

等に対処するため、漁業経営の改善、漁業経営の維持が困難な中小漁業者がその漁業経

営の再建を図るため緊急に必要とする資金の融通の円滑化、特定の業種に係る漁業につ

いての整備の推進等の措置を講ずることにより、効率的かつ安定的な漁業経営の育成を

図ることを目的とする。

（改善指針）

第三条 農林水産大臣は、漁業経営の改善に関する指針（以下「改善指針」という。）を

定めなければならない。

２ 改善指針には、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 漁業の経済的諸条件の著しい変動、漁業を取り巻く国際環境の変化等に対処するた

めに行う漁業経営の改善に関する事項

二 漁業経営の改善の内容に関する事項

三 漁業経営の改善の実施方法に関する事項

四 その他漁業経営の改善に当たつて配慮すべき事項

３ 農林水産大臣は、改善指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、水産政策審

議会の意見を聴かなければならない。

４ 農林水産大臣は、改善指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。

（改善計画）

第四条 漁業者及び漁業協同組合等（漁業者を直接又は間接の構成員（以下単に「構成員」

という。）とする漁業協同組合その他の政令で定める法人をいう。以下同じ。）は、農林

水産省令で定めるところにより、単独で又は共同で行おうとする漁業経営の改善に関す

る計画（個人である漁業者がその経営組織を変更してその者又はその者の営む漁業に従

事する者を主たる組合員、社員又は株主とする法人（株式会社にあつては、公開会社（会

社法（平成十七年法律第八十六号）第二条第五号に規定する公開会社をいう。）でない

ものに限る。第九条第一号及び第十条第一項において同じ。）を設立しようとする場合

にあつては、当該法人が行う漁業経営の改善に関するものを含む。以下「改善計画」と

いう。）を作成し、これを、次の各号に掲げる改善計画以外の改善計画にあつては農林

水産大臣に、次の各号に掲げる改善計画にあつては当該各号に定める都道府県知事に提
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出して、その改善計画が適当である旨の認定を受けることができる。ただし、漁業者又

は漁業協同組合等が共同で改善計画を作成した場合にあつては、農林水産省令で定める

ところにより、代表者を定め、これを農林水産大臣又は都道府県知事に提出するものと

する。

一 政令で定める業種以外の業種に係る漁業を主として営む漁業者が単独で作成した改

善計画 当該漁業者の住所地を管轄する都道府県知事

二 特定漁業協同組合等（前号の漁業者を主たる構成員とする漁業協同組合等であつて

その定款に地区が定められているもののうちその地区が一の都道府県の区域を超えな

いもの及び同号の漁業者を主たる構成員とする漁業協同組合等であつてその行う事業

が一の都道府県の区域内に限られるものをいう。）が単独で作成した改善計画 当該

都道府県知事

三 漁業者又は漁業協同組合等が共同で作成した改善計画であつて、その代表者が第一

号の漁業者又は前号の特定漁業協同組合等からなり、かつ、当該漁業者の住所地をそ

の区域に含む都道府県又は当該特定漁業協同組合等に係る都道府県が同一であるもの

当該都道府県知事

２ 改善計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 漁業経営の改善の目標

二 漁業経営の改善による経営の向上の程度を示す指標

三 漁業経営の改善の内容及び実施時期

四 漁業経営の改善を実施するのに必要な資金の額及びその調達方法

３ 農林水産大臣又は都道府県知事は、第一項の認定の申請があつた場合において、その

改善計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、同項の認定をす

るものとする。

一 前項第一号から第三号までに掲げる事項が改善指針に照らして適切なものであるこ

と。

二 前項第三号及び第四号に掲げる事項が漁業経営の改善を確実に遂行するため適切な

ものであること。

４ 前三項に規定するもののほか、改善計画の認定及びその取消しに関し必要な事項は、

政令で定める。
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○漁業経営の改善に関する指針（平成14年６月26日農林水産省告示第1205号）

最終改正：平成29年３月31日（農林水産省告示第504号）

一 漁業の経済的諸条件の著しい変動、漁業を取り巻く国際環境の変化等に対処するため

に行う漁業経営の改善に関する事項

我が国の漁業は、生産量が減少するとともに、国内の水産物消費が伸び悩む中で、そ

の経営は厳しい状況に直面しており、適切な資源管理による持続的な水産資源の利用の

重要性がますます高まるとともに、多様化する消費者ニーズに即した水産物を供給する

ことが求められている。また、水産物貿易をめぐる国際環境の変化に対応し、収益性の

高い操業体制への転換を進め、競争力を強化していくことが重要な課題となっている。

今後とも国民に対して水産物を安定的に供給するという使命を果たしていくために

は、このような我が国の漁業をめぐる環境の下で、限られた水産資源を持続的に利用し

つつ、競争力に優れた漁業活動を安定的に行い得る効率的かつ安定的な漁業経営を育成

し、これを今後の漁業生産を担っていく主体としていくことが必要である。

漁業経営の改善及び再建整備に関する特別措置法（以下「法」という。）第四条の規

定に基づく漁業経営改善制度（以下「本制度」という。）は、このような漁業を取り巻

く課題を踏まえ、計画的な資源管理や漁場改善に取り組む漁業者及びそのような漁業者

を構成員とする漁業協同組合等（以下「漁業者等」という。）による漁業経営の改善を

支援することにより、効率的かつ安定的な漁業経営を育成することを目的とするもので

ある。

一方、漁業現場においては、水産業を核として地域の所得向上を目指す計画である浜

の活力再生プラン、浜の活力再生広域プラン又は漁船漁業構造改革広域プラン（以下「浜

プラン等」という。）に基づく地域主体の漁業経営の改善の取組が行われており、当該

取組に対して水産施策を重点化しているところである。

今後、漁業経営の改善を進めようとする意欲ある漁業者等には、浜プラン等に基づく

地域主体の取組と連携しつつ、自らの経営状況や経営資源の実情、消費者や実需者のニ

ーズ、資源量の動向、生産構造の展望等を総合的に勘案して、生産コストの削減、付加

価値の向上等に向けた取組を、自らの創意工夫を生かして具体化していくことが期待さ

れる。

二 漁業経営の改善の内容に関する事項

イ 漁業経営の改善の考え方

我が国の周辺水域はもともと資源の豊かな漁場であり、また、我が国には水産に関

する多くの技術や知見がある。漁業者は、これらを最大限に活用できるよう、漁業

種類単位の画一的な取組ではなく、個々の創意工夫を生かした多様な取組を具体化

していく必要がある。

このような取組の具体化に当たっては、漁業者には、自らの経営環境や新規の設備

投資に当たっての費用対効果について十分に見極め、過剰な設備投資により漁業経

営を悪化させることのないようにする必要がある。一方、水産資源の持続的な利用
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の確保は漁業経営の継続の前提となるものであり、いかに経営改善に対する効果が

高くとも、資源状況に照らして過大な設備投資や、地域で定められた資源管理に関

する取決めに反する取組等は適当でない。

ロ 対象漁業者

本制度の対象とする漁業者は、次に掲げる計画的な資源管理又は漁場改善に取り組

む者とする。

⑴ 国及び都道府県が作成する資源管理指針に基づき、自ら取り組む休漁、漁獲量制

限、漁具制限等の資源管理措置について記載した資源管理計画の作成及びその確

実な実施

⑵ 持続的養殖生産確保法（平成十一年法律第五十一号）に基づき漁業協同組合等が

作成する漁場改善計画の確実な実施

ハ 漁業経営の改善の措置

本制度により漁業経営の改善を進めようとする漁業者等には、次に掲げる漁業経営

の改善の措置の類型に応じ、次に例示するような具体的な取組の実施が求められる。

⑴ 漁船その他の施設の整備 老朽化した漁船の代船の導入、高性能冷蔵庫の導入、

水産加工施設の設置等

⑵ 生産方式の合理化 低燃費機関を装備した漁船等省エネルギーの目的に沿った漁

船の導入、自動給餌機等の機械の導入、研修の受講を通じた効率的な作業方法の

導入等

⑶ 経営管理の合理化 過剰な設備の処分、内部留保の蓄積等による財務内容の改善、

個人経営体からの法人化及び協業化等

⑷ その他の措置 加工、流通分野への進出、異業種との連携、業種の転換、販売先

の開拓、団体と共同して行う加工品の開発等

三 漁業経営の改善の実施方法に関する事項

漁業経営の改善の実施に当たっては、漁業者等は、経営の現状を客観的に把握すると

ともに、実施しようとする措置の費用対効果について十分な検証を行う必要がある。ま

た、経営改善を着実に進めていくためには、目標値とこれに対する達成度を常に把握し、

その結果を踏まえて対応策を検討することが重要である。

このため、本制度においては、定量的な目標の下で、経営の相当程度の向上のための

取組を実施することとする。その際、個々の漁業者等が実現しようとする具体的な経営

の向上の目標については、次のイからハまでに掲げる改善計画の三類型に応じ、それぞ

れに定める指標を用いることとする。なお、複数の漁業者等が共同して漁業経営の改善

に取り組む場合の改善計画の申請については、全体としての指標と、参加者個々の指標

のいずれでも用いることができることとする。

イ 一般型

⑴ 対象者 漁業経営の改善を進めようとする者

⑵ 計画期間 五年

⑶ 指標 計画期間における減価償却前利益（営業利益及び減価償却費の合計額をい

う。以下同じ。）、付加生産額（営業利益、人件費及び減価償却費の合計額をいう。
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以下同じ。）、従業員一人当たりの減価償却前利益又は従業員一人当たりの付加生

産額のいずれかの伸び率が、基準値以上であること（これらの指標を初めて用い

る場合の基準値は十五パーセントとし、直近の改善計画において基準値を上回る

伸び率で漁業経営を改善した者が次期改善計画の認定の申請を行う場合には、当

該基準値から五パーセント削減した値を新たな基準値とすることができることと

する。ただし、新たな基準値は五パーセントを下回ることはできない。）。

ロ 地域連携型

⑴ 対象者 浜プラン等に基づく取組であって、当該浜プラン等における所得向上の

目標達成への貢献が見込まれるものを実施すると認められる者

⑵ 計画期間 三年以上五年以内

⑶ 指標 計画期間における減価償却前利益の伸び率が、浜プラン等における所得向

上の目標値の伸び率以上であること。

ハ 新規就業者型

⑴ 対象者 新たに漁業経営を開始した後三年未満の者であって、一定の漁労に関す

る知識及び技術を有すると認められるもの

⑵ 計画期間 五年

⑶ 指標 計画期間終了時における減価償却前利益が、地域における同一の漁業種類

の平均値以上であること。

なお、設定した指標が計画どおりに達成されていない場合であっても、当該指標を達

成できなかったことについてやむを得ない事由があると農林水産大臣又は都道府県知事

が認めるときは、改善計画の認定の取消しは行わないものとする。

四 その他漁業経営の改善に当たって配慮すべき事項

イ 改善計画の作成に係る助言及び指導

漁業協同組合等は、構成員である漁業者による改善計画の作成に当たっては、必要

に応じて外部の専門家の知見も活用しつつ、適切な助言及び指導を行うものとする。

ロ 実施状況の報告等

国又は都道府県は、改善計画の認定を受けた漁業者等に対し、改善計画の認定後二

年経過後及び計画期間終了後に、それまでの実施状況の報告を求めるとともに、必

要に応じて関係漁業者団体や外部の専門家の知見も活用して、経営改善の実施方法

や改善計画の変更について助言及び指導を行うものとする。

ハ 浜プラン等との連携

浜プラン等に位置付けられた漁業種類に係る改善計画については、当該浜プラン等

と調和のとれたものでなければならない。

また、地域連携型の改善計画の認定に当たっては、国又は都道府県は、漁業協同組

合等及び市町村の意見を聴くよう努めるものとする。

五 指針の見直し

この指針は、水産業をめぐる情勢の変化等を踏まえ、おおむね五年ごとに見直し、所

要の変更を行うこととする。
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附 則（平成29年３月31日農林水産省告示第504号）

１ この告示は、平成二十九年四月一日から施行する。

２ この告示の施行前に法第四条第一項の認定の申請があった改善計画（以下「旧改善計

画」という。）については、なお従前の例による。ただし、旧改善計画について指標を

上回る伸び率で漁業経営を改善した者が、次期改善計画の認定の申請を行う場合の一般

型の改善計画に係る基準値については、旧改善計画を三のイに規定する一般型の改善計

画とみなして、三のイの⑶の規定を適用する。




